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別紙のとおり

農山漁村地域整備計画

第4次安全で安心して暮らせる漁村づくり計画

兵庫県

神戸市、姫路市、明石市、洲本市、豊岡市、赤穂市、南あわじ市、淡路市、たつの市、播磨町、香美町、新温泉町（１２市町）

令和7年度～令和11年度　（5年間）

　兵庫県では、つくり育てる漁業や水産基盤の整備等による「豊かなひょうごの海の幸の安定供給」、並びに総合的な防災・減災
対策を進めることによる「安全で安心して暮らせる災害に強い農山漁村づくり」を推進しています。
　本計画では「海岸保全基本計画」に基づき、集落等への海水の浸入を防止する海岸保全施設の整備を実施するとともに、地先
海域の漁場整備による生産性の向上を図り、漁村の安全安心な生活を確保することで、水産業・漁村の多面的機能を発揮する
ことを目標としています。

① 兵庫県の全沿岸において、津波防災地域づくりに関する法律に基づき、津波災害警戒区域の指定を実施する。(実施率：0％
→100％)

② 兵庫県内の播磨、但馬、淡路沿岸の3沿岸において現行の海岸保全基本計画を気候変動の影響を踏まえた海岸保全基本計
画に変更
　　　(策定率：0％→100％)

③ 背後地における高潮等による浸水被害の解消17ha→0ha
　　　海岸保全施設の整備により、背後地17haの浸水被害を解消

④ 海浜利用の増進を図るために海岸保全施設を新設
　　　 R11年度海浜利用客数：12,000人以上（R元～5年度海浜利用客数平均：12,000人）

⑤ 良好な漁場整備による対象漁業種類（磯端、刺網、一本釣り等）の漁獲量の増加
　　　 生産増加期待量（R11年）：R7年漁獲量＋24t



（別紙）

備考

R7 ～ R8

R7 ～ R7

R7 ～ R7

R7 ～ R7

R7 ～ R8

R7 ～ R7

R8 ～ R11

R7 ～ R10

R7 ～ R9

R7 ～ R11

費用対効果

（工種及び数量）

35,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

護岸、樋管 59,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

陸閘（改良）、樋門（改
良）

16,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

19,400
総事業費が10億円以
下のため未記入

海岸保全基本計画変
更

15,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

（地区名） （千円）

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策
丸山

漁港海岸
兵庫県 南あわじ市

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策
室津

漁港海岸
兵庫県 たつの市

兵庫県沿岸 兵庫県

神戸市、姫路
市、明石市、
洲本市、豊岡
市、赤穂市、
南あわじ市、
淡路市、たつ
の市、播磨
町、香美町、
新温泉町

津波災害警戒区域の
指定

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策 淡路沿岸 兵庫県
洲本市、南あ
わじ市、淡路

市

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策 播磨沿岸 兵庫県

姫路市、明石
市、赤穂市、
たつの市、播

磨町

海岸保全基本計画変
更

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策 但馬沿岸 兵庫県
豊岡市、香美
町、新温泉町

883,160

農山漁村地域整備計画の対象事業

33,000
総事業費が10億円以
下のため未記入

海岸保全施設整
備＿漁港

高潮対策
沼島

漁港海岸
兵庫県 南あわじ市

海岸保全施設整
備＿漁港

高潮対策
坊勢

漁港海岸
姫路市 姫路市

合計
   （全体事業費）

海岸保全基本計画変
更

海岸保全施設整
備＿漁港

津波・高潮危機管理対策

漁場造成、地域創造
型

140,760
総事業費が10億円以
下のため未記入

漁港漁村環境整
備事業

漁村再生交付金事業 家島第３ 姫路市 姫路市

海岸保全施設整
備＿漁港

海岸環境整備
浜坂

漁港海岸
兵庫県 新温泉町

胸壁、樋門、陸閘 123,400
総事業費が10億円以
下のため未記入

陸閘、胸壁 91,600
総事業費が10億円以
下のため未記入

離岸堤 350,000
総事業費が10億円以
下のため未記入


